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要　　旨

　環境問題への注目が集まる中、近年“持続可能な発展”を経済・社会発展の側面へ取り入れようとす

る動きが急速に広まっている。欧州連合（European Union, EU）においては、従来、部門ごとに環境へ
の影響が考慮されてきたが、1998年に開始されたカーディフ（Cardiff）プロセスでは、部門別政策を環
境政策と調和させることが第一義的に目指されることとなった。共通運輸政策については、2010年を期
限とする輸送分担率の改善という目標が合意に至っている。これは、一見相反する目標と捉えられてい

る効率性と環境問題への対応を両立させる試みである。本稿では、欧州における共通運輸政策と環境政

策との政策統合（持続可能な運輸政策）、すなわち環境政策統合のプロセスを明らかにするとともに、企

業活動のもたらす環境への影響にも着目し、欧州の運輸に関わる環境問題の現状と政策の方向性につい

て明らかにする。
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１．本稿の目的

　現在、社会・経済発展を目指す過程において、

環境問題への関心は世界的な高まりを見せている。

　とりわけ経済的発展の基盤となると同時に環境

負荷が大きいとされる運輸セクターにおいては、

経済効率と環境保護を両立させる持続可能な運輸

をいかにして実現していくかが大きな課題となっ

ている。

　欧州においては、1990年代に入り国境を越えた
インフラ整備に着手するなど、運輸に対する共通

の政策が徐々に進展していく一方で、自動車輸送

の増加が著しく、持続可能な運輸を目指すことが
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急務となっている。

　欧州における環境問題への対応として、運輸セ

クターに限らないより包括的な環境政策の枠組み

の構築に向け、1998年以降のカーディフプロセス
においては、環境政策統合の試みが開始された。

　アムステルダム条約（1997年調印）第６条にお
いても、「持続可能な発展の実現を目的とし、第３

条にもとづく共同体の政策と活動は、環境保護の

必要性を満たすために政策統合されなくてはいけ

ない」と明示的に規定された。同条項を受け、

1998年６月のカーディフ欧州理事会において、部
門別政策における環境政策統合を実現することを

目的とした、カーディプロセスが開始される。同

プロセスには現在９部門が参加しているが（2002
年３月時点）、共通運輸政策は1998年６月段階か
ら参加している。環境政策統合は、従来部門別に

扱われてきた環境問題への取組みに、大きな変化

をもたらすものである。共通環境政策は、1972年
に採用されて以来、これまでに６つの環境行動計

画を提示してきた。しかし、これは運輸等の個別

部門に必ずしも反映されてきたわけではない。ま

た部門別の対応であったが故に、時として互いに

効果を相殺する取組みがなされるという問題が生

じていた。これらの反省を踏まえ、EC1）環境政策

の提示する政策を部門別政策に反映させ、部門横

断的に環境問題へ取り組むことを目的としたのが

環境政策統合である。そして、この過渡期として

設定されたのが、カーディフプロセスである。

　共通運輸政策については、1998年12月のウィー
ン欧州理事会で「環境と持続可能な発展の運輸政

策への統合戦略」が提出、承認される。また同報

告書を発展させる形で、1999年12月のヘルシンキ
欧州理事会では「運輸政策に対する持続可能な運

輸と環境の統合戦略」が提出された。さらに2001
年には、これら統合戦略を共通運輸政策に反映さ

せた、運輸白書「2010年への共通運輸政策：決断
のとき」が発表された。ここでは、共通環境政策

において示された、予防アプローチ、および汚染

者負担の原則、市場原理を採用し、広範なアプ

ローチによる環境保全が目指されている。

　経済効率の追求と環境保護の問題は、一見相反

する目標と捉えられているが、共通運輸政策では、

この二つの命題への対応として、鉄道部門の競争

力改善という戦略を打ち出している。同戦略は、

環境問題を解決するために経済効率を阻害するの

ではなく、両者のバランスを取ることを狙うもの

と考えられる。

　本稿においては、カーディフプロセスを中心に、

環境政策および運輸政策が環境政策統合に向かう

プロセスを明らかにするとともに、効率性の追求

と環境保護の２つの目標を調和させる政策のあり

方について考察する。また、近年の欧州域内にお

ける企業の物流戦略と環境問題の関わりについて

言及することで、企業動向と政策との関連につい

ても考察を行う。

２．欧州における持続可能な運輸

　EC において持続可能な運輸は  Sustainable
Mobility として、1992年の青書「運輸部門の環境
への影響2）」において初めて明示された。その後、

1998年の行動計画「持続可能な運輸 Sustainable
Mobility ; Perspective for Future」において、持
続可能な運輸が正式に共通運輸政策の最優先政策

課題と認識された。現在の EC における持続可能
な運輸は、�欧州統合の深化、�持続可能な発展

への注目という二つ側面から捉えることが可能で

ある。

２．１　 欧州統合の深化

　第二次世界大戦後、欧州において地域協力が開

始された当初より、運輸部門における協力醸成の

必要性が認識されていた。1957年４月17日には、
将来的な共同市場3）の確立を謳ったローマ条約が

締結され、欧州経済共同体（European Economic
Community, EEC）が成立する。共同市場とは、
人・モノという有形物の自由移動を目指すもので

1）マーストリヒト条約（1993年調印）により、EC は
EU へと改変された。しかし、本稿において扱う共通
運輸政策、および環境政策の法的根拠は、EU を規定
する３条約のうち、EC 条約に存在している。本稿で
は以上の点を踏まえ、時代による名称の混乱を避ける

ために EC と表現する。なお地理的範囲を示す場合に
おいては、この限りではない。

2）CEC（1992b）
3）共同市場とは、完全同盟における財の自由移動及び
生産要素の自由移動が確立された市場を示す。
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あり、これを物理的に保証する運輸分野における

各国の協力醸成が不可欠となる。そのためローマ

条約第３条では、共同体の使命を達成するため

「運輸の分野における共同政策の採用」を規定し

た。1961年６月に委員会が提示した、共通運輸政
策の目的は以下の三点である。
■ 共同市場の実現を妨げる輸送上の障害の除去
■ 域内輸送サービスの自由な移動の確立
■ 域内における輸送システムの確立

　これらの目的を踏まえ、域内運輸市場の加盟国

に対する自由化が共通運輸政策における最終的目

標とされた。この具体化に向けて、EEC では域内
で自由競争を実現する準備段階として、公的規制

を調和させる必要があるとされた。すなわちハー

モナイゼーション重視の協力醸成を行った上で、

市場を自由化するというのが当初の予定であった。

しかし運輸政策は国土開発、あるいは安全保障問

題とも直結し、国際協力醸成が困難な分野であっ

た。国ごとの政策理念に違いが見られ、運輸市場

における規制に積極的な規制派と、自由化に積極

的な自由派に分かれた。この対立は各国の地理的、

経済的条件の相違によるものであり、深刻なもの

であった4）。当初の予定では、1969年が共通運輸
政策の完成期限とされていたが、実際にはトラッ

ク輸送の規格統一、車両割当、鉄道公共サービス

義務の見直し（EU 規則 1191/69）、鉄道会計正常
化のための助成（EU 規則 1192/69）などの限ら
れた領域で進展がみられたに過ぎなかった。その

一方で加盟国は、独自の運輸インフラ整備、運輸

政策を進め、域内の運輸システムは分断化してい

く。

　統合へ向けた取組みが停滞傾向にあった欧州で

は、1980年代半ばより、単一市場に向けた動きが
加速する。1985年６月には「域内市場統合白書」
が発表され、人・財・サービス・資本の自由移動

の確保に向けたタイムテーブルが提示される。ま

た1986年２月には「単一欧州議定書」が採択さ
れ、1992年末までに域内市場統合を実現すること
が決定された。以上のような市場統合への動きが

現実化する中で、1985年に欧州裁判所から「運輸
閣僚理事会は、国際交通の分野で輸送サービス供

給の事由を確保しておらずローマ条約違反であ

る」という判決が出る。　　

　これらの動きを受け、共通運輸政策の重要性が

再認識され、運輸市場の域内自由化に向けた動き

が積極化する。自由化を促進させるため、従来の

ハーモナイゼーション重視の手法では協力関係の

進展が見込めないとし、自由化の推進が加わった。

これに安全性基準などの　規則面でのハーモナイ

ゼーションを加えた、二つ手法が同時進行するこ

ととなる。また従来の運輸市場部分に対するアプ

ローチに加え、インフラ部分も EC の枠組みにお
いて整備する必要性が指摘されるようになる。従

来のインフラ整備は各国別に行われており、共同

体としての取組みは調査活動など限定的であった。

一方各国別のインフラ整備は短期的視点、国内需

要指向型であったため、域内全域からすると非効

率なインフラ配置となっていた。とくに国境地帯

への投資が遅延傾向となり、域内輸送におけるボ

トルネックが顕在化していた。この結果1993年の
マーストリヒト条約において、欧州横断運輸ネッ

トワークの整備が共通運輸政策に追加された。

　1985年以降の取組みにより、鉄道以外の分野で
は1990年代前半の段階において、各国の輸送企業
は欧州域内で自由な経済活動を行える基盤を確立

し、残存する問題についての調整が主要課題とな

る。一方鉄道部門での自由化は、依然国益の対立

により進展が困難であった。これに欧州横断運輸

ネットワークの整備をもって、域内に共通の運輸

体系が実現することとなる。

２．２　持続可能な発展への注目 5）　

　持続可能な発展の側面は、環境的に持続可能な

運輸と形容することが可能であり、本稿において

中心的に議論するものである。1998年の行動計画
において環境的に持続可能な運輸は、今後カー

ディフプロセスにおいて具体化すると明示された。

　持続可能な発展の議論は、1987年に国連より提

4）オランダは欧州大陸の玄関口であり、ロッテルダム
港などの主要港がある。EEC によりモノの自由移動
が活発化すればオランダ経由の物流が増大するため、

オランダは国際規制に消極的であった。一方の西ドイ

ツは中・東欧との貿易量は少なく物流は西側に向かう

ため、ドイツ国内の港よりもオランダ海港にシフトす

る可能性が高いため国際規制に対して積極的であっ

た。 5）ここでの言及についての詳細は４章を参照のこと
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出されたブランドランドレポート、続くアジェン

ダ21の採択により世界的関心を集める。これは
EC においては、経済・社会発展の側面に環境保
護を取り入れる形で進展してきた。この具体的取

組みとして挙げられるのが、カーディフプロセス

による環境政策統合なのである。

　運輸は持続可能な発展を実現する上で、とくに

重要な部門と指摘できる。これは社会基盤部分を

形成する運輸部門が経済・社会発展にとって必須

用件である一方、環境負荷などの負の影響もまた

莫大なためである6）。

　運輸部門による環境問題が急速に深刻化した背

景には、輸送分担率の道路輸送への偏重が挙げら

れる。これは、鉄道輸送が急速に競争力を低下さ

せた結果生じた（図１参照）。鉄道輸送の競争力低

下は複数の要因により説明することができる。第

一に、各国の鉄道事業体が経営困難に陥ったとい

う点が挙げられる。公共性による政府からのサー

ビス義務の付与、さらに初期投資が大きく市場へ

の参入、退出が困難であったという要因から各国

の鉄道事業は、道路輸送との競争においてきわめ

て不利な状態にあった。結果、各国の輸送分担率

に占める鉄道輸送の割合が急速に低下する。また

域内輸送において鉄道輸送は、さらに不利な立場

に立たされる。先述のような各国システムの分断

化、市場自由化の遅延は鉄道輸送に対して重大な

影響を与える。域内におけるスムーズな鉄道輸送

を行うためには相互連結性7）、相互運営性8）の確

6）CEC（1992b）環境負荷に関する詳細は４章を参照
のこと

7）相互連結性とはインフラの連続性を示す。域内レベ
ルでは国境地帯において連続したインフラが整備され

ることにより確保される。

8）相互運営性とは輸送の連続性を示す。車両の電化方

式の統一、あるいは二つの鉄道事業体間での協定によ

る同一乗務員による運営により確保される。

9）Commission Expert Group on Transport and Envi-
ronment（1999）同委員会は1998年６月の運輸・環境
合同理事会において、欧州委員会内に設置することが

合意された専門化委員会である

保された単一のインフラネットワークの存在が不

可欠である。また1985年以降の共通運輸政策の積
極化では、鉄道部門の自由化が進まず、部門間で

の自由化の度合いに差異が生まれる。これらの要

因により、本来長距離輸送に競争優位性を発揮す

る鉄道輸送は、域内輸送において競争力を発揮す

ることができなかったのである。この結果域内輸

送増加の大半が道路輸送に吸収され、運輸部門に

よる環境負荷が深刻化したのである。

２．３　EC における持続可能な運輸
　以上のように、EC における持続可能な運輸に
は、域内輸送の連続性を重視した欧州統合の側面

と、環境保護を重視した持続可能な発展の２側面

が存在することがわかる。

　そのうち、欧州統合の側面については、共通運

輸政策の採用以来、模索されてきたものである。

このため具体的目標、方策などについても従来の

共通運輸政策が踏襲される形で、1998年の行動計
画書においても示されている。一方、持続可能な

発展の側面である、環境的に持続可能な運輸につ

いては「今後、カーディフプロセスにおいて具体

化する」と明示されたに留まった。このように、

持続可能な運輸が1998年に採用されたことによる
共通運輸政策の転換は、環境的に持続可能な運輸

の具体化、すなわちカーディフプロセスにおいて

なされる。

　なお持続可能な運輸とは、2001年４月ルクセン
ブルグ運輸理事会によると、環境的に持続可能な

運輸システムと定義された。ここでは、運輸・環

境専門家委員会による定義が採用された9）。

・個人、企業、社会のアクセスの需要を安全、

エコシステム、健康を現世代、および世代間

において最低限保証する

・供給可能であり、効率的運営がなされ、モー

ド選択の幅があり、経済活性化、地域開発を

サポートする

図１　インフラ投資のモード別割合（％）
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・排出量、廃棄物量を制限し、再生可能資源お

よび再生不可能な資源を再生可能資源の産出

量レベルあるいはそれ以下のレベルで使用

し、国土破壊を最小限度にとどめる

３．欧州における運輸の近年の傾向と環境負

荷

　欧州において、旅客および貨物輸送は、過去25
年で２倍以上となり、特に空路・道路輸送の増加

が著しい。ここ10年で、道路および空路輸送への
めざましいシフトがおこった。旅客輸送における

車の割合は1970年に65％であったものが1997年に
74％へ、貨物輸送におけるトラックの割合は1970
年に30％であったものが1997年には45％になっ
た。

　1970年から1997年の間に、EC における旅客お
よび貨物輸送は年平均それぞれ2.8％、2.6％増加
しており、これは同時期のGDP年平均成長率2.5％
を越えている（図２参照）。また陸上輸送について

のみ見れば、旅客が年平均3.1％、貨物が同2.3％
の成長を遂げている10）。特に道路および空路旅客

輸送においては、所得の増加により需要が増加し、

輸送料の低下と旅客選好の変化を生み出した。貨

物輸送需要は、経済の量的・構造的変化およびイ

ンフラ供給と密接に関わっている。

　インフラ供給戦略は、過去10年、道路輸送への
シフトを強めてきた。（図１）その背景には道路輸

送需要の急速な増加があげられる。この間、運輸

インフラ投資は GDP の約１％程度で推移し、輸
送容量の不足は深刻な混雑問題を招来し、過剰な

エネルギー消費が大気汚染を引き起こし、地球温

暖化現象の最大の原因となっている11）。

　一方で鉄道の復興および国内水路・結合輸送・

公共輸送の促進をかかげる共通運輸政策のもとで

の行動は、いまだこの道路輸送中心の流れを止め

ることができないでいる。しかしながら、一方で

明るい兆しもある。それは短距離海運や高速鉄道

の良好なパフォーマンスである。より効率的な運

輸および地理計画の調整、テレコミュニケーショ

ンの活用により利便性が向上し、物流量の減少が

期待される。しかしながら、このような需要管理

政策の視点が共通運輸政策にはほとんど反映され

ていない。

　運輸による環境負荷としては大気汚染、地球温

暖化、騒音、水質汚濁、事故やインフラ整備によ

る自然破壊を挙げることが出来る。

　図３から読み取れるように、総エネルギー消費

に占める運輸セクターの割合は31％となってい
る。また二酸化炭素排出量に関しては26％であ
り、電気セクターに次いで二番目である（図４参

照）。これらの割合は、1960年以来増加しつづけ
ている。とくに二酸化炭素排出量については、

1985年から1995年の10年間で約1.4倍となっている
（図５参照）。他のセクターが減少傾向にある中で、

運輸セクターのみ1985年以降の増加幅が大きく、
この傾向が続けば将来的にはより深刻な事態にな

ると考えられる。

　次に運輸モード別にみると、道路輸送の占める

割合が突出して大きいことが分かる。エネルギー

消費量は運輸輸送の中で83％、これは全セクター
でみると24.9％の割合となる。（図３参照）同様に
二酸化炭素排出量については、運輸セクターの中

で84％、全セクターでは21.8％（図４参照）であ
る。

　表１は貨物輸送において道路、鉄道の各セク

ターが１トンキロ当たりにおいて排出する汚染物

質量を示したものである。いずれにおいても道路

輸送の排出量が多いことが明らかである。また汚

染物質以外の事故、騒音を含め、単位当たりの外

部不経済を ECU／1,000キロトンで算出したのが、
＜表２＞である。これによれば、道路セクターで

は14～22.5 ECU となっており、鉄道セクターの
3.55～5.25 ECU と比較すると約４倍の外部コスト
がかかることが分かる。以上より環境負担という

10）CEC（1992c）, p 7、表１を参照のこと
11）CEC（1992c）, p 11

図２　GDP、貨物輸送、旅客輸送の成長率
（1985年＝100）
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観点から、道路輸送よりも、鉄道輸送のほうが優

れていると言うことが出来る。ただし電気自動車

やクリーンエネルギーの開発、実用化により道路

輸送の環境負荷率が将来的に変化すると考えられ

る。

４．環境政策統合の変遷

～カーディフプロセスまでのあゆみ～

４．１　経済と環境の両立へのあゆみ

～ 1987年までの環境政策～

　1957年の、いわゆるローマ条約締結時には、EC
の最重要関心事は共同市場の確立にあり、その関

心はもっぱら経済分野に絞られていた。この時点

では、環境問題は各国の国内政策であるとし、EC
の政策には盛り込まれなかった。しかし、1960年
代における環境意識の高まりの中で開かれた1972
年のストックホルム国連人間環境会議によって、

欧州環境政策は開始される。

　ストックホルム国連人間環境会議をふまえ、

1973－76年を期間とする第一次環境アクションプ
ログラム12）（以下 EAP）が1973年12月20日に発表
された13）。そこでは「最善の環境政策は発生源で

汚染を防止すること」であり、そのために「一般

市民にとって可能な限り低い負担ですむように環

境に配慮する」との原則を提示した14）。また、

ローマ条約第２条が規定する、人間の生活環境の

質的向上をはかるためには、自然環境の保全と調

和できる経済成長をめざすべきであるとした。

　1977－1981年を対象とする第２次 EAP では、
第１次 EAP の原則を確認しつつ、公害・土地利
用および産業廃棄物の発生に関して「予防的」行

動をとる必要性を唱えた。このことから、プロ

ジェクトの計画段階から環境要素を考慮する、環

境影響評価（Environmental Impact Assessment：
以下 EIA）の研究が必要であることを主張した。
　欧州景気後退期であった 1983年、第３次
EAP15）が発表された。ここでは景気回復と環境政

図３　エネルギー消費の割合（1995年）

図５　二酸化炭素排出量の増加（1985年＝100)

図４　二酸化炭素排出量の割合（1995年）

12）各 EAP に関する先行研究としては、中村（2000）
参照

13）OJ（1973）
14）内田・清水（2001）、p. 244
15）OJ（1983）

表２　単位あたり外部コスト（トン/km）

表１　単位あたり汚染物質の排出量（トン/km）
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策との両立をはかるため、環境政策が景気回復の

足枷にならないようにとの配慮や16）、再生不可能

資源利用の抑制およびリサイクルの処理過程にお

ける新規雇用創出などの環境産業の創出・発展が

意図された17）。

　このように、1987年までの環境政策は、経済社
会的発展のための戦略の一要素としてとらえられ

た。一方で「予防的」行動の重要性が指摘され、

EIA にもとづく社会システムの形成が求められる
ようになった。

４．２　持続可能性概念の誕生

～ 1987年から 1992年まで～

　環境政策における新たな重要概念として「持続

可能な発展」が登場したのは、1987年２月のブル
ントラント・レポートである。このレポートでは

「持続可能な発展（Sustainable Development）」
を、「将来の世代が自らのニーズを満たす能力を損

なうことなく、今日の世代のニーズを満たすこと

が可能な開発」と定義した。この定義は現在でも

EC 公式文書で用いられているものである。
　この持続可能な発展をもたらす手段として、ブ

ルントラント・レポートでは、大きく分けて以下

の二点を指摘する。一つは生産性向上、エネル

ギーの効率化、廃棄物の減少などに寄与する「技

術的発展」18）である。二つ目は持続可能な発展の

障害は貧困であるとし、最大限の潜在的成長およ

び高い水準の生産性を達成することである19）。ま

た、持続可能な開発のためには、効果的な市民参

加を保障する政治システム、自力更生および技術

的知識を生み出すことのできる経済システム、不

調和な開発を緩和する社会システム、生態系保護

を尊重する生産システム、新しい解決方式を模索

する技術システム、持続可能な貿易や金融をもつ

国際システム、柔軟で自己修正能力を持つ行政シ

ステム、の七システムを追求すべきであるとし

た20）。

　このレポートにおける議論を踏まえて1987年12

16）OJ（1983）, p. 4–5
17）OJ（1983）, p. 3–4
18）WCED（1987）, p. 59–60
19）WCED（1987）, p. 44
20）WCED（1987）, p.65

月７日に発表された、第４次 EAP21）では、従来

からの公害防止・資源管理の改善という流れのみ

ならず、国際組織に対する積極的な活動、EIA の
徹底、環境保護技術の普及、環境情報へのアクセ

ス、環境教育の徹底といった新しい手法に言及し

た22）。この EAP では、これまでの EAP 実施過程
において十分な環境改善がみられなかったことか

ら、より総合的な社会政策として環境問題を位置

付けた。

　

　以上の EC 環境政策の流れは、図６のようにま
とめられよう。72年のストックホルム国連人間環
境会議に触発されて EC 環境政策がはじまったと
はいえ、環境政策は経済発展や各産業政策との間

で妥協を余儀なくされてきた。経済成長への配慮、

環境政策への市民参加の欠如、EC 内環境法が
「指令」という法的拘束力のない法によってなされ

ていたこと、などがその原因といえる。つまり、

92年までの環境政策は、各セクターの状況におい
て、政策決定の際の「一要素」に過ぎず、この要

素を選択して政策形成するかどうかに関しては、

各セクターに任されていた。

　しかしながら、87年のブルントラント・レポー
トとそれを踏まえた第４次 EAP によって採用さ
れた「持続可能な発展」概念は、その後の EC 環
境政策に大きな影響を与えるものとして注目に値

する。

図６　ローマ条約～1992年までの環境政策の概念図

21）　OJ（1987）
22）　OJ,（1987）, p. 2-4



―― 60

４．３　環境政策統合（ポリシー・インテグレー

ション）概念の誕生

～ 1992年から 1998年まで～

　1992年６月３－14日に開かれたリオ環境開発会
議ではリオ宣言、アジェンダ21が発表された。
　このリオ宣言では、27の原則が提示され、その
目標として、国家・社会の主要組織、人民の間に

新しいレベルの協力関係を作ることで、新しく公

正な地球的パートナーシップを築きあげることが

あげられた23）。

　このリオ・サミットの影響をうけて、欧州委員

会は、第５次 EAP（Towards　Sustainability：
1993–2000）を、1992年３月27日に発表する24）。こ

れは、リオ・サミットで奨励された事項を実施す

るためのプログラムであり、よりグローバルな視

野に立って作成された。また1992年２月７日に調
印されたマーストリヒト条約の第２条、第３条ｋ、

第130条ｒ（2）、第３条ｂに基づき、環境保護要件
の全政策への適用と持続可能性を目指した。ここ

では、これまでの環境措置が十分でなかったこと

を認識し、新たな戦略として「持続可能性」とい

うキーワードから新しい欧州の環境改善戦略を打

ち立てた。ここでいう「持続可能性」は、ブルン

トラント・レポートの定義を基本的には踏襲した

ものであり、それを達成するために以下の二つの

主要な原則を採用した。

　第一の原則は、環境政策統合である。すべての

共同体政策に環境的側面を統合することが重要な

要素であり、これが行われない限り、環境保護の

目的は達成されない、とした。

　第二の原則は予防アプローチおよび汚染者負担

の原則を含む共有責任の原則である25）。これによ

り環境配慮を全政策の基礎とすること、および社

会構成員が協力して環境保護のための責任に立ち

向かうべきことを明確に示した。このことは、従

来のコマンド・コントロール・アプローチから多

様な主体による責任分担アプローチへ転換するこ

とによってのみ、環境保護の目的は達成されうる

との姿勢を示したものである。

　また、とくに運輸部門に対しては、その環境負

荷は多大であり、その緩和なしには持続可能な運

輸を達成することが不可能であるとして、五つの

標的部門に名を連ねた。そこで委員会は持続可能

なモビリティを達成するために以下の６点をあげ

ている26）。

・モビリティの必要性の減少

・インフラに関する環境コストの内部化

・環境負荷の少ない輸送モードの競争的地位の

改善

・集約輸送および異なる移動手段の連携を優先

する都市交通の展開

・車両および燃料の継続的な技術改善

・環境保護の観点から、自家用車の合理的利用

の促進

　第５次 EAP に始まる、政策統合・共有責任を
原則とする環境政策の流れは、図７のようにまと

めることができる。この二原則によって、すべて

の共同体政策は環境政策を踏まえなければならな

いとされ、各セクター内での政策決定に環境要素

が必ず組み込まれるようになった。しかし、この

時点での環境政策統合は、各セクター内での環境

要素を組み込むものであって、各セクターでの政

策は環境政策に拘束されるものではなかった。

23）UNCED（1992）
24）OJ（1993）
25）OJ（1993）, p. 24–5 26）OJ（1993）, p. 33–35

図７　第５次環境アクションプラン（1992年）以降の
環境政策の概念図

４．４　カーディフ・プロセス

～ 1998年以降の環境政策統合の流れ～

　1997年12月12－13日に開催されたルクセンブル
グ欧州理事会では、アムステルダム条約第６条を
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効果的なものにするため、持続可能な発展を促進

する手段として EC の政策および活動に環境保護
要求を統合すべきとの見解が示され27）、理事会は

委員会に対して環境政策統合戦略の準備を行うよ

う求めた。

　この要求に対して、欧州委員会は、コミュニケ

「統合のためのパートナーシップ」28）をカーディフ

欧州理事会に提出した。

　このコミュニケは、とくにアムステルダム条約

第２条の目的を達成するために持続可能な発展を

促進する視点から、環境保護は全ての共同体政策

および活動の定義および実施に統合されるべきで

あるとしている。ここでは、従来の環境規制では

環境保護に十分な効果があげられないとし、また

従来の活動様式が十分に環境改善に寄与しないと

の観点から、とくに運輸・エネルギー・農業分野

において改善策を見出す必要があるとする。また、

これまでの非持続的な消費形態に注意を喚起し、

新しいテクノロジーおよび環境管理システムに

よってこの問題の解決を図ることを意図している。

このような問題意識から、当コミュニケでは伝統

的なセクショナルな政策決定システムを改善し、

クロス・セクショナルなアプローチのみが問題解

決につながると結論付けている。

　このコミュニケは1998年６月のカーディフ欧州
理事会で歓迎され、このコミュニケの内容を委員

会・理事会とも実施する方向で一致した。理事会

は環境政策統合と持続可能な発展を優先政策の中

に盛り込む戦略を立て、その結果、運輸・エネル

ギー・農業理事会がこのプロセスに参加すること

になった。

　1998年12月11－12日に開催された、ウィーン欧
州理事会では、環境政策統合の動き（カーディフ

プロセス）を確認し29）、これに関連する運輸・エ

ネルギー・農業各理事会に対して、1999年のヘル
シンキ欧州理事会に政策統合戦略を提出するよう

求めた30）。また、環境政策統合のさらなる発展の

ために、開発・域内市場・産業の各理事会を招く

こととした。

　1999年６月３－４日に行われたケルン欧州理事
会では、高まりを見せる地球温暖化防止の観点か

ら、京都議定書のすみやかな批准をもとめ31）、そ

のためには関連するセクターの政策的・手法的協

力が不可欠とした。その上でこれを成功裏に行う

ためには環境政策統合が必要であるとし32）、とく

に運輸・エネルギーセクターは汚染物質排出をへ

らし、環境負荷の少ない行動をとる特別の必要性

があると主張した33）。

　当理事会において、委員会は「環境政策統合に

関するケルン・レポート―環境政策の主流」34）を

提出し、1999年５月１日に発効したアムステルダ
ム条約の第６条を実現するために、各理事会は環

境政策統合に向けての作業を積み重ねるべきであ

ると主張し、委員会のカーディフプロセスに対す

るイニシアティブを示した。

　1999年12月のヘルシンキ欧州理事会では、これ
までの成果を確認し、さらに強力に持続可能な開

発および環境政策統合へのコミットメントを進め

ることを確認した。

　理事会では、まず、これまでの農業・運輸およ

びエネルギー分野への環境政策統合の戦略を承認

し、さらに域内市場・開発および産業の各理事会

もカーディフプロセスに組み込むことで合意し

た35）。さらに、環境政策統合を促進する手段とし

てモニタリングを挙げ、その効果的な実施のため

の手段の開発が急務であるとした36）。

　また、2002年までに各加盟国に京都議定書批准
を求め37）、2002年に開催予定の「Sustainability
Summit」に提出予定の長期戦略レポートのプロ
ポーザルを2001年６月の理事会に提出するよう、
委員会に要請する38）など、国際社会におけるイニ

シアティブを視野に入れた行動を行った。

　このように環境政策統合を進めつつ、国際社会

における環境先進国としてリーダーシップを発揮

しはじめた EC は、2001年第６次 EAP である「環

27）PR（1997）, 56
28）CEC（1998）
29）PR（1998）, 66
30）PR（1998）, 67

31）PR（1999）, 29
32）PR（1999）, 30
33）PR（1999）, 31
34）CEC（1999a）
35）PR（1999b）, 46
36）PR（1999b）, 47
37）PR（1999b）, 48
38）PR（1999b）, 49
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境2010：私たちの未来、私たちの選択」39）を発表

する。

　ここでは、第５次 EAP で示された、環境政策
統合および共有責任原則を確固たるものにするた

め、以下の５つの新しいアプローチを提示し

た40）。

・既存環境法の確実な実施

・全関連政策分野での環境政策統合の実施

・問題解決のための消費者や経済界との協調

・環境情報へのアクセシビリティの向上

・土地使用に関する環境意識の一層の向上

　環境保護政策には、より広範な主体が参加する

べきであるとし、とくに経済界を含むべきである

とする。また、市民参加型政策形成によって、法

の効果的な運用を促すべきであるとした。

「持続可能な開発」は第５次 EAP 以降模索され続
けているEC環境政策の目標であるが、第６次
EAP では、より戦略的アプローチで「持続可能な
開発」を指向している。つまり現在直面している

環境問題解決に際して、社会のすべてのセクショ

ンが包括的に含まれ、かつ説明責任を持つべきで

あるとしているのである41）。

　この点において、第６次 EAP は「持続可能な
開発」を、より広範な主体の参加と共有責任の原

則をもって推し進めようとする意図がうかがえる。

　2001年６月15－16日に行われたヨテボリ欧州理
事会では、カーディフプロセス推進のための政策

アプローチとして、国家レベルでは、各国家が国

家持続可能発展戦略を立て、関連する全部門の政

策決定者間の意見交換が重要であるとし、また、

EC レベルでは、EC 組織内の部門間調整の改善を
図るべきだとした42）。

　さらに環境政策統合のための優先分野として、

気候変動・運輸・健康・天然資源をとりあげ43）、

とくに運輸に関しては道路から鉄道・水運・公共

交通機関などの環境負荷の少ないモードへの転換

を奨励し、外部コストの内部化を図ることとした。

これをうけて2003年までに TEN-T の、とくに公
共輸送・鉄道・水運・相互運営性および相互連結

性に焦点を当てた委員会のプロポーザルを要請し、

また委員会は2004年までに運輸部門の各モード別
外部コストを反映した価格についてのフレーム

ワークを提出するとした44）。

　以上、カーディフプロセスは、図８のようにま

とめられよう。つまり、共有責任原則に基づき環

境保護は、環境に関連するすべてのセクターが責

任を共有しているとの観点から、全関連セクター

は EC の共通環境政策に基づいて政策を立案・運
営しなければならない。ここにおいて、各セク

ターは環境政策を中心に、環境負荷を最小限にと

どめながら公平性と効率性を追求する政策を採用

する方向に歩みだしたといえる。

　このようなカーディフプロセスの流れの中で、

共通運輸政策については、主にモード間の調整お

よび外部コストの内部化が指向されるべきである

としている。また、経済成長と運輸による環境負

荷の増大という連関を断ち切ることが示されてい

る。これをいかにして達成するかが、運輸と環境

に関する政策的課題なのである。

39）CEC（2001a）
40）CEC（2001a）, p. 13–23
41）CEC（2001a）, pp. 61–65
42）PR（2001）, 27
43）PR（2001）, 27

５．環境的に持続可能な運輸への取組み

５．１　環境的に持続可能な運輸

　先述のように、カーディフプロセスが開始され

た当初より、運輸部門は同プロセスに参加し、共

44）PR（2001）, 29

図８　カーディフプロセス以降（1998年）の
環境政策の概念図
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通環境政策との政策統合を試みてきた。ここでは、

ITS の導入、車両技術の革新、代替エネルギーの
利用促進などによる技術的側面からの手法、交通

調整政策など広範なアプローチによる対策が提示

された。この中でも、交通調整政策によるモーダ

ルシフト戦略が最重要政策課題として合意されて

いる。これは2010年を期限として、鉄道輸送の輸
送分担率が減少傾向から上昇傾向に転じさせるこ

とを目指すものである。さらに、2020年を期限年
として、輸送分担率を現在の8.5％から15％にまで
改善させるという具体的数値目標も提示されてい

る。

　共通運輸政策の提示したモーダルシフト戦略は、

道路輸送から鉄道輸送への強制的な輸送の振替を

伴うものではなく、市場原理を活用した内容と

なっている。ここに、一見相反するように思われ

る、効率性と環境保全という２つの目標を両立さ

せようとする EC の意図が伺える。

５．２　モーダルシフト戦略

　2000年９月に運輸白書「2010年への共通運輸政
策；決断のとき45）」が、欧州委員会により発表さ

れる。同白書は、カーディフプロセスの成果を共

通運輸政策に反映させたものであり、モーダルシ

フト戦略を中心とした方策が示されている。以下

では、白書を中心として環境的に持続可能な運輸

に向けた欧州共通運輸政策について述べる。

　具体的取組みとして第一に、道路輸送の質的改

善による汚染物質量を減少させる必要性が挙げら

れる。ここでは低公害車の開発、あるいは情報ソ

フトによる積荷管理を通じた積載率の改善といっ

た技術革新、また道路市場の域内自由化によるカ

ボタージュ輸送の実現といった政策的アプローチ

が挙げられる。これにより2010年までに、道路輸
送からの汚染物質排出量を40～60％の削減目標を
目指している。しかし今日の道路輸送の分担率、

また将来的な成長予測を考慮すると、輸送分担率

を変化させず道路輸送内部において問題を解決す

ることには限界がある。ここに道路輸送への偏重

傾向を是正し、輸送分担率を改善する必要性、す

なわちモーダルシフト戦略の必要性が認識される。

（図９参照）

　輸送分担率の改善策としては交通調整政策によ

る鉄道輸送への需要誘導、および道路輸送の抑制

を目指した施策が挙げられる。交通調整政策とは

輸送分担率の偏重による運輸産業、また社会レベ

ルでの障害を除去することを目的とし、異種輸送

機関間、とくに道路輸送と鉄道輸送間での調整を

行う政策を示す。この代表的理論として、イコー

ル・フッティング論が挙げられる。イコール・

フッティング論とは異種モード間での競争条件の

平等化を、通路費負担の側面から図るものである。

　イコール・フッティング論に基づいた鉄道輸送

の競争力改善は、1960年代から多くの加盟諸国の
国内政策において採用されてきた。当時は、通路

費の負担水準に着目したアプローチがなされ、負

担部分を政府支出で補填し、鉄道事業への参入規

制が行われてきた。しかし実際には、鉄道の競争

力は改善されず、道路輸送への偏重が助長される

結果となる。ここでの反省点、及び共通運輸政策

の強化を受け、1990年代になり手法が大きく転換
される。そこで現在の共通運輸政策においては、

通路費負担方式に着目したアプローチが取られて

いる。従来、鉄道事業体ではインフラ部分の固定

費用が大きく、事業撤退に際して埋没費用化する。

そのために事業への参入・退出の意思決定が遅れ、

市場への対応を遅らせてしまう。そこで上下分離

ではインフラ部分を下部構造、輸送主体部分を上

部構造に分割し、道路輸送と同様のシステムに移

行させる。さらにその上で、鉄道線路へのアクセ

スを自由化するオープンアクセスを実施し、輸送

主体間での自由競争を促進させる。これは1991年
７月の EU 指令46）において勧告され、鉄道部門の

競争力強化を目的として鉄道事業の上下分離（図

10参照）、オープンアクセスを実現することを勧

45）CEC（2001b） 46）ECE（1991b）

図９　貨物輸送における輸送分担率の変化（％）



―― 64

告している。ここでは鉄道産業を保護すると言う

従来の手法ではなく、効率化を確保し、競争環境

を整える手法である。さらに2001年３月には、こ
れら二点が実施された鉄道路線により構成される、

欧州横断鉄道貨物ネットワークを整備することが

欧州議会と理事会の間で合意されている47）。

　また他モードに対するアプローチとして、料金

調整が行われる。具体的には道路輸送に対する、

外部費用の内部化を通じた異種輸送間における料

金上の公平性の確保が目指される。従来、外部費

用部分が運賃に加算されていなかった道路輸送は、

コスト面においても競争優位の状況であった。そ

のため現在、料金体系を2005年までに各国におい
て実施することが目指されている。

　以上は運輸市場の環境整備に対するアプローチ

であるが、インフラ整備部分に対するアプローチ

も同時進行している48）。これは先述の欧州横断運

輸インフラネットワーク構想において推進されて

いる。同構想では道路、空港といった他の部門も

扱われているが、鉄道部門に対する優先的投資が

進められている。

　EC によるアプローチは、鉄道部門において効
率性を確保することで競争力改善を図り、結果と

して輸送分担率の偏りを是正することを目指すも

のである。すなわち競争条件の変化を通じた運輸

市場の活性化が、結果として環境問題改善の実現

を目指している。経済的効率性と環境問題という、

二者択一的と捉えられがちな二つの目標を両立さ

せるものが、現在の共通運輸政策といえる。

６．企業の物流戦略と環境問題

　以上のように欧州の環境政策と運輸政策が、90
年代後半に入り、環境問題に向けて統合化されて

いく中で、最近の企業の動向と環境問題について

考えてみたい。

　環境問題への意識を見れば、企業も環境問題へ

の関心は非常に高く、環境問題へ対応していくこ

とが、自らの企業価値を高めるという傾向は今後

一層広まっていくと考えられる。実際、物流活動

において各企業がパレットのリユースを推進する

というように、物流と環境というテーマは企業に

とっても重要な戦略の一つになっている。

　しかしながら、企業の環境問題への関心も、環

境負荷の少ない輸送モードの選択にまでは至って

いないというのが現状であろう。

　環境政策と運輸政策は環境負荷を軽減するため

の具体的計画としてモーダルシフトの推進を挙げ

ているが、欧州における企業の物流活動を見ると、

自動車輸送はなお高いシェアを占めている。これ

には、自動車輸送の持つ柔軟性と低コストである

というメリットが挙げられる。また、企業の物流

拠点の問題も企業の輸送動向を決定する要因と

なっている。

　國領49）の指摘によれば、物流拠点には運輸の側

からみた輸送機関の結節点としてのものと、荷主

企業の在庫拠点としてのものがある。また、近年、

各企業は、在庫拠点として物流拠点を中心に考え

るようになってきており、この背景には、モータ

リゼーションの発展によって、輸送機関の結節点

としての鉄道、海運のみに依存することなく、柔

47）ECE（2001c）
　これは2003年に 50000 km が開放、さらに2008年ま
でに域内路線を全面開放することを目指している。先

述の欧州横断運輸ネットワークがインフラ整備に着目

するものであるのに対して、同ネットワークはインフ

ラ運営に着目した構想である。

48）インフラ部分に関する詳細は香川・塚本・黒木
（1998）、香川・黒木・末広（2001）を参照のこと

図10　上下分離概念図

49）國領（2001）
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軟なロジスティクス50）戦略を立てることができる

ようになったという点が指摘されている。

　企業が在庫拠点を中心に考えるようになった背

景には、各企業が生産拠点を海外に移転させるこ

とで、必然的に各生産拠点と連動する在庫拠点の

重要性が高まったこととも挙げられる。とくに、

近年の各地域でのロジスティクスの発展は、各企

業が販売地域に近接する地域で生産を行い、生産

とマーケットを高度なロジスティクス体制で連結

させるという形式を生みだした。とくに欧州にお

いては、世界有数の都市が近距離に複数位置する

とともに、他の地域と比べると、域内統合も進展

しており、各企業にとって欧州域内でロジスティ

クス戦略を高度化させ、生産から販売までを行う

には適した地域であると言える。

　こうした企業の戦略は、必然的に欧州域内での

近距離の輸送をフレキシブルに行う必要性を促し

ている。例えばロッテルダムやブラッセルといっ

た他地域と海上、航空輸送でアクセスしやすい地

域に倉庫拠点を置き、そこからトラックで欧州各

国に貨物を配送するという手法は、各企業にとっ

て欧州の地理的特性を生かした一般的なロジス

ティクスであり、こうした航空、海運と内陸のト

ラック輸送を組み合わせたロジスティクスは、多

くの混載業者が得意とするところでもある。

　企業にとって見れば、有数の国際都市の近接性

という欧州地域そのもののメリットが、域内での

複合一環輸送を必ずしも歓迎しない要素となって

いる。

　中村51）によれば、複合輸送の場合、ターミナル

での貨物の積替に要するコストを考慮するならば、

600 km 以上の運送距離が最適となるが、EC 域内
での平均輸送距離は 200 km 弱であり、必ずしも
複合輸送に適さないことが指摘されている。

　また、JIT（Just In Time）方式という極力在庫
を持たずに必要なものを必要な量だけ必要なとき

に送るという手法が脚光を浴び、各企業がそろっ

てこの JIT 方式を導入しようとしていることも、
今後トラック輸送を増加させる要因になると考え

られる。

　とくに1990年代後半以降、企業のロジスティク
ス戦略は高度化し、その進展は、主にコスト優位

性を追及するロジスティクスから顧客ニーズに対

応する柔軟なロジスティクスへと変化を遂げつつ

ある。こうした柔軟なロジスティクスを追求しよ

うとすれば、必然的に輸送需要への柔軟な対応、

ドアツードア輸送を実現することに重きが置かれ

るようになる。今のところ、こうした輸送を可能

にする域内輸送は、トラック輸送がもっとも適し

ており、そこに企業のロジスティクス戦略と環境

負荷の軽減を実現することの困難さが浮かび上

がってくる。

　OECD もまた、OECD、IEA、ECMT の運輸に
関する活動をまとめた報告書の中で、EC は1990
年から2010年までの間にトンキロベースで約42％
の自動車輸送の増加を予測しており、同じ期間で

の鉄道輸送の伸びは33％に過ぎないとしている。
また、この背景として、道路インフラの整備のみ

ではなく、高付加価値を生み出すトラック輸送の

ドアツードアサービスの普及とそれにともなう企

業の Just In Time 方式への効果、および企業が都
市郊外に拠点を移したことによって鉄道や港湾へ

の依存度を減らしていることが指摘されている52）。

　また、コストという観点から見るならば、企業

にとっては、トラック輸送に比べると鉄道輸送は

高いというイメージがあり、これは先に述べた鉄

道料金に関わる改革が従来大きな進展を見せな

かったことも寄与していると思われる。各輸送

モードの自由化の程度は、企業の輸送モードの選

択にも影響を与えており、欧州においては鉄道輸

送の自由化が遅れたことが自動車輸送を増加させ

る一因になったと考えられる。

　こうしたトラック輸送の増加に対して、EC の
共通運輸政策が今後展開しようとしている複合一

環輸送、あるいは鉄道を軸としたインターモーダ

ル戦略は、環境負荷を軽減する意味で重要な政策

と考えられるが、結果的に輸送モードの選択を行

う企業がいかにその政策に歩調を合わせることが

できるかが鍵となる。

　現在の企業の動向は、現在のインフラおよび各

輸送モードに関わる規制を前提としており、共通

運輸政策が進展すれば、企業にとって大きなメ50）ロジスティクスという用語については香川・黒木・
末広（2001）p 123 参照のこと

51）中村（2000）p. 225 52）OECD（2000）
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リットがあることも事実である。

　各企業にとって、長距離輸送を得意とする海運、

航空輸送とその中間に位置する鉄道輸送、それに

小回りの利く自動車輸送が有機的に連結されるこ

とは、より自由度の高い在庫拠点戦略やそれにと

もなうロジスティクス戦略を構築することを可能

にする。

　とくに、近年の中・東欧諸国の EC への接近に
ともない、中・東欧諸国に生産拠点を置く企業が

増加しているが、そこで挙げられている問題は、

中・東欧諸国における運輸インフラの未整備であ

る。仮に中・東欧諸国と EU 諸国を接続する運輸
インフラが今後整備されていくならば、比較的長

距離輸送に適した鉄道輸送の優位性が増してくる

と考えられる。

　また、コンテナの鉄道輸送による利便性の向上、

あるいは規制緩和による低コスト化が進めば、企

業の内陸輸送に対する考え方も変わるものと思わ

れる。

７．結　　論

　欧州における国際輸送の変化は、欧州レベルで

の運輸インフラ整備の必要性を促している。また、

同時に、欧州運輸インフラを整備することで、さ

らなる国際輸送の活性化が見込まれている。また

運輸市場についても市場自由化を通じ、域内にお

ける連続性の高い輸送の実現が目指されている。

これらは運輸部門への効率性確保を通じた、経済

活動の効率性を促すというローマ条約以来の共通

運輸政策の目的である。

　一方環境問題への注目が世界的に集まる中、

マーストリヒト条約では EC の扱う政策において
環境問題を考慮することが義務化された。環境へ

の影響が大きい運輸部門は、経済的効率性の確保

と同時に、従来以上に環境問題の軽減を達成させ

るという目的を負うこととなる。さらに EC の持
続可能な発展は、従来、農業、運輸といった各セ

クター別で考慮されてきた環境問題への対応から、

各セクターを政策の統合という形でとりこみ、環

境を中心に据えた政策へと移行を促した。これが

1998年に開始されたカーディフプロセスである。
カーディフプロセスでは、従来の環境規制では環

境保護に十分な効果があげられないとし、領域横

断的なアプローチが問題解決につながるとした。

これは EC が環境問題を重視し、部門横断型の包
括的なアプローチへと転換したことを示している。

　ここでは、従来の運輸政策において経済的効率

性、公平性、環境という三側面のバランス配分に

よる政策決定が結果的には自動車輸送の需要増を

反映した経済効率を重視することとなったことに

対し、環境という側面を上位概念へと捉えなおし

ている。そして、環境問題への対応を大前提とし

た、経済的効率性、公平性確保という政策への転

換が図られたのである。このカーディフプロセス

の成果として、2010年を期限とした輸送分担率の
改善が政策目標として合意に至った。

　ここで注目すべきは、輸送分担率の改善という

戦略が、必ずしも経済的効率性を阻害するとは限

らない、という点である。輸送分担率改善に向け

た EC の取組みは、道路輸送から鉄道輸送への転
換を狙う交通調整政策と、国際運輸インフラネッ

トワークの整備である。とりわけ交通調整政策に

おいては、市場への規制を通じた輸送分担率の改

善ではなく、鉄道市場の効率化を確保することで、

道路市場への競争力を改善させることを目標とし

ている。また環境問題への対応を各政策の統合に

よって行うことは、各々の規制の調和にもつなが

り、より自由な移動を可能にするとも考えられる。

　とはいえ、今後も課題は多い。とくに現在のア

プローチにおいては、輸送量そのものの抑制を目

指した総輸送需要管理政策という視点は見られな

い。共通運輸政策においては、経済成長と輸送量

の増加という関連性を断ち切ることが、重要な長

期的目標とされており、今後の対処が望まれる。

　以上のような政策が進行する中にあって、企業

の活動は、近年自動車輸送を増加させる要因も生

み出しており、各々の政策の調和と、企業活動も

考慮した環境問題への対応が必要になってきてい

る。現段階では、これが鉄道輸送への振替という

動きにつながるものではない。しかし将来的に鉄

道市場が競争化し、より効率的な輸送手段となれ

ば、企業は積極的に鉄道輸送を活用するようにな

ると予想される。

　共通運輸政策における戦略は、環境問題を解決

するために経済効率を阻害するものではなく、む

しろ鉄道輸送の規制緩和等をはじめとして、環境
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と欧州における鉄道の競争力改善との両立を指向

している。こうした政策の方向性は、企業にとっ

ても長距離輸送、複数の輸送モードの効率的活用

を可能にし、必ずしも環境問題を考慮した政策が

企業活動にとってデメリットをもたらすものでは

なくなると考えられる。経済的メリットの大きい

政策として注目されてきた共通運輸政策が、今後、

持続可能な発展も同時に促す政策として進展して

いくとすれば、経済的分野にとどまらず、社会的

意義のある政策として21世紀の運輸政策に関する
モデルの一つとなると考えられる。
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